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１ 下越構想区域 

 

 村上市、新発田市、胎内市、関川村、粟島浦村、 

 聖籠町（３市１町２村） 

 

 

１ 地域特性 

(1)  地勢・面積 

 ○ 下越構想区域は、県の最北に位置しており、北西部は海岸に面し、東部は山

間地が多く、離島を含んだ構想区域です。面積は、2,319 ㎞²で、７構想区域中

２番目に広い面積を有しています。 

 (2)  交通事情 

 ○ 下越構想区域は、新発田市、胎内市、村上市が羽越本線で結ばれ、村上市と

関川村が米坂線で結ばれています。道路は、日本海東北自動車道や国道７号、

113 号などで結ばれています。また、粟島浦村と村上市が定期航路で結ばれて

います。 

 (3) 特徴 

 ○ 新発田市に救命救急センターを併設した基幹的病院が立地し、高度・専門的

医療を担っています。 

○ 第２章の４にあるとおり入院患者全体の受療動向を見ると、下越構想区域の

完結率は８割を超えていますが、疾病別に見ると悪性新生物や小児医療につい

ては新潟構想区域への流出が多くなっています。 

     ○ 離島を含め広大な面積を有しているため、救命救急センターまで 60 分を超え

る地域もあります。 

 

２ 人口動態 

 (1)  人口   

 ○ 下越構想区域の人口を見ると、平成 22（2010）年には約 22 万人でしたが、

平成 37（2025）年には約 18 万６千人に、平成 52（2040）年には約 15 万人ま

で減少する見込みです。 

 ○ また、年齢３区分別に見ると、平成 22（2010）年から平成 37（2025）年に

かけて 65 歳以上の高齢者人口が約６千人増加する一方で、15 歳から 64 歳まで

の生産年齢人口は約３万１千人減少すると見込まれています。 
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下越構想区域における年齢３区分別人口及び高齢者（65・75 歳以上）人口割合の推移 

 

資料：Ｈ2 年～Ｈ27 年 国勢調査（総務省） 

  ：Ｈ32 年～Ｈ52 年「日本の地域別将来推計人口(Ｈ25.３月推計)」（国立社会保障・人口問

題研究所） 

 

(2) 世帯数   

     ○ 下越構想区域の高齢者世帯の推移を見ると、近年は増加が続いており、高齢

者単独世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にかけて 5,491 世帯増

加し、3.7 倍の増加となっています。 

     〇 また、高齢者のみ夫婦世帯は、平成２（1990）年から平成 27（2015）年にか

けて 5,053 世帯増加し、3.5 倍の増加となっています。 

 

下越構想区域における高齢者世帯数の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（総務省） 

65 歳以上人口割合 

75 歳以上人口割合 



第６章 区域別構想（下越構想区域） 

 

48 

 

３ 現状の医療・介護の連携体制と受療動向 

(1)  病院の立地状況図   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 新潟県立新発田病院 ○●□■▲ ⑨ 新潟県立坂町病院 ●

② 新潟県立リウマチセンター ⑩ 厚生連村上総合病院 ●△▲

③ 有田病院 ⑪ 厚生連瀬波病院

④ 竹内病院 ⑫ 肴町病院

⑤ 豊浦病院 ⑬ 村上記念病院

⑥ 北越病院 ⑭ 村上はまなす病院

⑦ 中条中央病院 ● ⑮ 山北徳洲会病院 ●

⑧ 黒川病院 ⑯ 新潟手の外科研究所病院 ●

⑰ 新潟聖籠病院
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○　救命救急センター ●　救急告示病院 □　地域医療支援病院

■　がん診療連携拠点病院 △　へき地医療拠点病院 ▲　災害拠点病院
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(2)  医療資源の現状   

○ 新潟県における医師数は全国平均と比較して低い水準にあり（平成 26（2014）

年末で全国第 43 位）、更に下越構想区域においては県平均よりも下回っている

状況です。 

 ○ 構想区域内の病院は、新発田市中心部及び村上市中心部に集中しています。 

      ○ なお、聖籠町に平成 28（2016）年９月、新潟聖籠病院（一般病床 60 床、療

養病床 120 床）が開院したことにより、今後の患者の受療動向に影響を与える

可能性があります。 

(3)  構想区域内の受療動向〔第２章参照〕 

○ 平成 25（2013）年度の「新潟県保健医療需要調査」によれば、下越構想区

域内に住所を有する入院患者の 83.1%が下越構想区域の医療機関を利用して

おり、16.4%の患者が新潟構想区域の医療機関を利用していますが、他の構想

区域の医療機関の利用はほとんどない状況です。 

      ○ 一方、下越構想区域の医療機関に入院している患者の 86.2%は下越構想区域

に住所を有しており、他に新潟構想区域に住所を有している患者が 9.3%、県

外に住所を有している患者が 3.1%などとなっています。 

 ○ 下越構想区域の入院受療動向は、構想区域内での完結率が比較的高いもの

の、新潟構想区域と連携した医療体制を検討する必要があると考えます。 

 

４ 入院医療及び居宅等における医療 

(1)  入院医療 

 ○ 平成 26（2014）年の病床機能報告の機能別病床数と平成 37（2025）年の病

床数の推計値を比較すると、病床機能報告の病床数が、高度急性期、急性期及

び慢性期は多く、回復期は少なくなっています。 

     ○ 今後、平成 37（2025）年の機能別病床数の推計値を踏まえ、医療機関の自主

的な取組を基本としつつ、医療機関が自らの役割分担を明確にした上で、不足

する病床機能への病床転換について検討し、協議していくことが重要です。 

     ○ なお、今後の入院医療や在宅医療体制の充足状況、介護保険施設等の整備の

状況により、実際に必要な機能別病床数は変動することが十分考えられます。 

 

(2)  居宅等における医療 

 ○ 高齢化の進行及び病床の機能分化に伴い、在宅医療等の需要の増加が見込ま

れることから、医師、歯科医師、薬剤師、看護職員等多職種の連携により在宅

医療等の充実を図る必要があります。 

     ○ また、住み慣れた地域での生活を継続していくためには、医療と介護を一体

的に提供する体制づくりが必要であり、市町村が中心となって進める地域包括

ケアシステムを早期に構築しなければならないと考えられます。 
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５ 将来の医療提供体制を実現するための施策の検討  

(1)  病床の機能分化及び連携の推進 

【現状と課題】 

＜ 医療資源が集積する地域 ＞ 

○ 新発田市中心部には、救命救急センターを併設する県立新発田病院が立地し、

構想区域内の基幹的な病院として、高度・専門的医療を担っています。 

 ○ なお、県立新発田病院は、地域医療支援病院として地域の診療所や病院との

連携を進めているほか、地域がん診療連携拠点病院として地域におけるがん医

療の拠点としての役割も担っています。 

＜ 医療資源が一定程度確保されている地域 ＞ 

 ○ 県北地域では村上総合病院が、地域の中核的病院としての役割を担っていま

す。 

＜ 医療資源が少ない地域 ＞ 

     ○ また、下越構想区域は、離島を含む約 2,319km²という広大な面積を有してお

り、県立新発田病院に設置されている救命救急センターへの搬送に 60 分を超え

る地域もあるなど、そのアクセスは良好とは言えません。 

＜ 共通 ＞ 

 ○ 下越構想区域における悪性新生物の入院患者は、新潟構想区域へ 26.4％流出

しており（H25 保健医療需要調査（病院及び診療所））、新潟構想区域との連

携が必要と考えられます。 

 

【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

     ○ 高度急性期から慢性期、在宅医療等に至るまでに必要なサービスを提供する

ため、地域医療構想調整会議の場において、各医療機関がどのように役割分担

を行うかについて協議を進め、関係者間で認識を共有する必要があります。 

      ○ また、協議の結果を踏まえた将来の下越構想区域の医療提供体制については、

住民に対し適時に情報提供や普及啓発を行い、その理解を促進していく必要が

あります。 

     ○ 不足する病床機能への病床転換（高度急性期及び急性期病床から回復期病床

への転換等）に関しては、役割分担の協議を踏まえて医療機関が自主的に取り

組むことが前提ですが、その判断のための情報提供を行うとともに、地域医療

介護総合確保基金の活用も含め、転換に必要な施設・設備の整備を促進してい

くことが必要になると考えられます。 

     ○ また、国において転換を促すような診療報酬の設定も必要になるものと考え

られます。 

     ○ 切れ目のない医療提供体制を確保するため、ＩＣＴなどを活用して医療・看

護・介護等の情報を共有し、病状に応じた適時の転退院など医療機関同士又は

医療機関と介護事業所等との間の相互の連携、コーディネートを推進していき

ます。 
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(2) 居宅等における医療の充実 

 【現状と課題】 

＜ 共通 ＞ 

     ○ 病院と診療所との連携、診療所同士の連携、医療施設と介護保険施設等の連

携を図る必要があります。 

 ○ 在宅医療等に対する住民理解の促進が課題と考えられます。 

     ○ 下越構想区域においては、今後も医師の高齢化が進むものと推測されること

に加え、過疎地及び豪雪地を抱え、在宅患者への円滑なアクセスが確保されに

くい状況にあり、今まで以上の効率化を図る余地が少ないことから、訪問診療

をはじめとする在宅医療等の推進には課題があります。 

 

  【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞   

     ○ 在宅医療等を充実するため、まず、地域医療構想調整会議をはじめ各種会議

の場を通じて、病院、診療所、介護保険施設等の関係機関が「顔の見える関係」

づくりに取り組むとともに、ＩＣＴ（情報通信技術）などを活用した情報の共

有やネットワークの整備を図ることにより、相互の連携体制を強化していきま

す。 

 ○ また、主治医（在宅医）が不在の場合にも緊急の患者に対応できるような仕

組みや支援体制の構築（サポートチームでの対応）も重要です。 

     ○ 加えて、在宅療養者を支える訪問看護ステーションを増加・充実させるとと

もに、これら訪問看護ステーション間の連携・調整機能の役割を担う基幹的な

訪問看護ステーションの設置も有用と考えられます。 

     ○ 患者や家族が安心、納得して在宅医療等を受けるためには、在宅医療等に関

する不安を軽減・解消することが必要と考えられます。そのため、講演会や各

種の媒体を利用して、在宅医療等に携わる関係者の連携した支援の事例を紹介

したり、「在宅死」や看取りについて適切な情報提供を行うなどして、在宅医

療等に関する住民の理解を深めていくことが重要です。 

     ○ また、必要に応じてレスパイト入院※ができるような体制や急変時のバック

アップ体制が整備されることにより、住民にとって在宅医療等に対するハード

ルが低くなることも考えられます。 

     ○ なお、在宅医療等を担う診療所の開設を促進する取組について各地域で検討

することも重要です。 

 

(3) 医療・介護人材の確保・育成 

  【現状と課題】 

＜ 共通 ＞ 

     ○ 医師・看護師とも不足しており、住民の高齢化に対応するための人材確保が

課題です。医療関係者の処遇改善、定着支援などを検討することが必要と考え

られます。その中でも在宅医療の人材確保・養成に向け、関係職種に対して在

宅医療への参加を積極的に働きかける必要があると考えられます。 
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  【施策の方向性】 

＜ 共通 ＞ 

 ○ 在宅医療等に関わる人材確保・養成のためには、医師、歯科医師、薬剤師、

看護職員、介護従事者等の関係職種が居宅等における医療について理解を深め

るための機会を提供するとともに、必要な知識と技術を身に付けるための研修

を充実させることが必要と考えられるほか、これら在宅医療等を支える人々の

処遇改善やイメージアップも重要です。 


